
～ 事業件数と環境税充当額 ～

49事業／ 15億9430万円

1メニュー選択型事業／ 2億7010万円
　以下の6つの事業メニューから、市町村が選

択し実施する事業
①公共施設・学校などの二酸化炭素削減対策
②街灯や商店街などの屋外照明のLED化 

③自然環境保全対策　
④野生鳥獣対策
⑤環境緑化推進　
⑥省エネ機器導入促進

2市町村提案型事業／ 5000万円
　市町村が創意工夫して行う地域の

環境課題解決に向けた事業

市町村支援事業

県実施事業
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宮城県における将来の年平均気温の将来予測　
出典：気候変動適応情報プラットフォームホームページ
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県政 ニュース

～令和元年度事業を紹介します～

低炭素社会の構築に向け、地域から環
境配慮の生活・行動様式を進める宮城県

地球温暖化防止と美しく安全な県土づ
くりに向け、豊かな森林を生かし育む
宮城県

自然共生社会の構築に向け、人と自然
環境との輪を地域から守り育てる宮城県

～みやぎの目指す姿～

　宮城の豊かな環境を守り、次の世代へ引き継いでいくために、県は平成23
年度から「みやぎ環境税」を導入し、「新みやぎグリーン戦略プラン」で定めた「み
やぎの目指す姿」の実現に向けて、さまざまな事業に取り組んでいます。
　今回は、本年度に実施する主な事業を、４つの視点に分けて紹介します。

森林の保全・機能強化
12事業／ 7億3439万円

二酸化炭素の吸収機能など多面的機能を持つ森林や里山の管
理・保全および森林資源活用に向けた取り組みを推進します。

「みやぎ環境税」
豊かな環境を育む
社会の実現に向けて

◆温暖化防止間伐推進事業/1億5118万円
　二酸化炭素吸収機能や土壌保全機能の低下が懸念される人
工林の間伐や森林作業道の整備に対する補助

◆県産材利用エコ住宅普及促進事業/3億736万円
　県産材を一定割合以上利用した木造住宅の新築への助成

主な事業

低炭素社会の推進
17事業／ 7億1627万円

環境配慮と経済発展が両立する地域社会を構築するため、事
業者や家庭における積極的な二酸化炭素の削減に向けた取り
組みを推進します。

◆みやぎ新エネルギー・環境関連産業振興加速化事業/1721万円 
　県内事業者による環境関連設備の開発などに対する補助

Qこの事業を始める理由は？
A 環境関連のものづくり産業を活性化し、設備を地産地消することで、
地域の環境負荷の軽減と、地域経済の活性化を図るためです。この
分野の宮城発の事業例は少ない状況です。
Q 目指す成果は？
A 宮城県を力強くリードする事業の創出を
目指します。

◆スマートエネルギー住宅普及促進事業/2億8076万円
　住宅用太陽光発電システム、蓄電池、エネファームの導入、
断熱改修などに対する補助および普及啓発

主な事業

ピックアップ 新規事業

宮城発の省エネ照明設備

視点 1

環境共生型社会構築のための人材の充実
8事業／ 5222万円

持続可能な地域社会の構築に貢献する人材の育成や環境教育
の一層の充実を図る取り組みを推進します。

◆蔵王野鳥の森自然観察センター施設改修事業/3900万円
　蔵王地域の自然や動植物に関する展示施設のリニューアル
◆児童・生徒のための環境教育推進事業/255万円
　小学校における環境教育出前講座の実施など

主な事業

視点 4

生物多様性・自然環境の保全
12事業／ 9142万円

生物多様性を育む豊かな自然環境の保全・再生のための取り
組みを推進します。

◆海水温上昇に対応した持続的養殖探索事業/340万円 
　ブルーカーボン（海藻などによる二酸化炭素吸収効果）の普及
のための講習会の開催、海藻の養殖試験など

Qこの事業を始める理由は？
A 海水温上昇などの海洋環境の変化が水産業に及ぼす影響が心配
されています。こうした変化に対応するため、暖かい海域に適応した
海藻の養殖試験や「ブルーカーボン」の普及
啓発を進めていきます。
Q 目指す成果は？
A 地球温暖化に対する海藻などの役割を
知ってもらうことです。海藻などの養殖量
の増加も目指します。

ピックアップ 新規事業

◆伊豆沼・内沼よみがえれ在来生物プロジェクト事業/1977万円
　在来生物の生息確保対策、外来生物の駆除および駆除技術
の普及、ハスの適正管理など

主な事業

養殖試験が予定されてい
るアカモク

視点 3

視点 2
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